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1 実施要領 2
6 参加表明-(2)提出書類-2 業務実施体制

調書（様式第２号）

「業務実施体制調書（様式第２号）」における記載事項のうち、「本業務の全体実施体

制」「本業務の業務別実施体制」について、具体的にどのような内容を記載することが求めら

れているのか、ご教示いただけますでしょうか。

たとえば、実施体制図のようなものを含めるべきか、関係者の役割分担の詳細記載が必要

かなど、記載内容の水準や範囲に関するご指示等があればお伝えください。

5月7日

お見込みのとおりです。

業務を遂行される体制や役割を図等で示してくださ

い。

2 実施要領 5 ８ 提案書等の提出　（２）提出期限

消印は有効でしょうか。

「郵送の場合は、提出期限までに到着したものに限ります。」とありますので、有効ではないと

思いますが、念の為確認したく存じます。

5月7日
お見込みのとおりです。

期限までに到着したものを受付いたします。

3 仕様書 2
５業務の実施内容（３）課題解決手法の募

集

「本市東京事務所の活動や企業誘致等の本市の取組との連携を図りながら、事業者の募

集を実施してください。」と書かれておりますが、必ずしも企業誘致を見据えた提案でなくても

問題ないでしょうか。

5月7日

お見込みのとおりです。

必ずしも企業誘致を見据えた提案でなくても問題あり

ません。

4 仕様書 2
５ 業務の実施内容 （２）本市の抱える課

題の洗い出しと提示

「また、政策課が各課に対して実施する事業説明会の企画・運営を行ってください。」とあり

ますが、事業説明会はどのような形式を想定していますでしょうか。（対面・オンライン、人数

規模等）

5月7日
過去の実績等により効果的な手法をご提案いただ

き、協議の上実施いたします。

5 仕様書 3
５業務の実施内容（7）実証事業の効果検

証

地域課題や実証事業によっては、年度を跨いで検証を行う必要がある事業があると思いま

すが、そういったケースはどのように考えていますか。
5月7日

年度内で事業を行うことを基本とするが、事業の内容

や実証事業の事業スキームによっては年度を跨ぐこと

も想定としてはあります。

6 仕様書 3
５業務の実施内容（7）実証事業の効果検

証

実証事業実施報告書のフォーマットの指定はありますでしょうか。

各実証実験先の企業の使用に準規する形で良いでしょうか。
5月7日

特にフォーマットの指定はしておりませんので、適当な

実施報告書の作成をお願いいたします。

7 仕様書 3
５ 業務の実施内容（５）課題解決を図るた

めの実証事業実施に向けた協議
実証事業の実施に関して、自治体の費用負担はありますでしょうか。 5月7日

提案上限額内で実証事業の実施を見込んでいま

す。

8 仕様書 3 （6）実証事業の進捗管理

民間企業との実証事業に係る費用について、本事業費に含まれるのか、あるいは本事業費

とは別枠での補填を想定されているのか、ご教示ください。

別枠での補填を想定されている場合は、その費用の目安や上限額についてもご教示いただ

けますでしょうか。

5月7日
提案上限額内で実証事業の実施を見込んでいま

す。

9 仕様書 4 ７ 企画提案書記載要件-(4)
「（４）事業スキーム案を検討し、企画提案をするに当たって基礎とした情報」には、具体

的にどのような種類の情報を記載することが想定されているのでしょうか。
5月7日

過去の実績等によりエビデンスとなるものを示し、効果

的な手法をご提案ください。

10 仕様書 5 ８ 業務の完了

『なお、「業務実施報告書」作成に当たっては、本市が組織として官民共創のノウハウを蓄

積できるようデザインやレイアウトを工夫してください。』とありますが、官民共創のノウハウを継

承する対象は特定の部署ですか、それとも職員全員ですか。

また、ノウハウを継承しどのような姿になるのが理想ですか。

5月7日

官民共創マインドを醸成し、本市職員で自走できるよ

うになるのが理想であると考えています。今年度におい

ては、実証事業に携わる職員に対してノウハウ等を継

承できればと考えています。

11 仕様書 1 ３ 事業規模金額 事業規模金額500万円には、マッチングした民間事業者への報酬も含まれているか？ 5月7日

お見込みのとおりです。

提案上限額内で実証事業の実施を見込んでいま

す。

12 仕様書 2
5 業務の実施内容　(2)本市の抱える課題の

洗い出しと提示

課題の募集は３つ以上とされていますが、実証実験の件数は最低何件を目指されています

でしょうか。
5月7日

実証事業の件数につきましても、可能な限り課題の

募集件数と同等以上を目指しております。


